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Edleson, J. L. (1999). The overlap between child maltreatment and woman













































































































日本においては, 1950 (昭和25) 年の調査時より一貫して, 親権を行
う子のある夫婦の離婚が多い。その数は現在のところ概ね六割程度である。


































390(390) 法と政治 67巻 1号 (2016年 5月)
(14) 友田明美「家族の葛藤と子どもの心と脳の発達」小川富之ほか編『離
別後の親子関係を問い直す』(法律文化社, 2016）42頁以下ほか, 友田明












(1) 東京家裁平成13年 6 月 5 日審判
子の監護に関する処分（面接交渉）申立事件, 家裁月報54巻 1 号79頁
申立人Ｘ（未成年子らの父）と相手方Ｙ（同母）は, 平成 5 年６月に
婚姻し, 男児二人（平成 3 年, 平成 8 年生まれ）と, 女児一人（平成 6









法と政治 67巻 1号 (2016年 5月) 391(391)
(16) 司法統計家事事件編 平成26年度より｡
(17) ここでは, TKC法律情報データベース (LEX/DB) の判例検索におい
て, DV防止法の成立した平成13（2001）年 1 月から平成27（2015）年 6
月までに公表されている面会交流（面接交渉）の事件を参照した。なお,
子の監護に関する処分（面接交渉）申立事件のうち, 東京家裁平成18年 7









りした。なお, 東京地裁より平成13年 1 月11日付け仮処分決定をもって,















































392(392) 法と政治 67巻 1号 (2016年 5月)
動が, 子どもに与えるストレスを原因として面会交流を棄却している。
(2) 横浜家裁平成14年１月16日審判
子の監護に関する処分（面接交渉）申立事件 家裁月報54巻 8 号48頁
申立人Ｘ（未成年子の父）と相手方Ｙ（同母）は, 昭和55年頃知り合
い, その後10年間の同棲の後, 平成 3 年12月に婚姻届を提出した。平成








となり, 離婚訴訟を提起した。平成13年 1 月19日, 横浜地裁において離
婚等の請求が認められた（控訴審でも慰謝料額以外は原審が維持された。
















認めない, とした裁判所の判断である。すなわち, 原則として, 面会交流
は認められる（＝子の福祉に合致しない場合, 例外的に認められない）と
した前述の東京家審平成13年 6 月 5 日とは, 立場を異にする。
(3) 東京家裁平成14年 5 月21日審判
子の監護に関する処分（面接交渉）申立事件 家裁月報54巻11号77頁
申立人Ｘ（未成年子らの父）と相手方Ｙ（同母）は, 平成 9 年 5 月に
婚姻し, 平成10年 8 月に長女Ａが生まれた。Ｙは, 婚姻後間もなく, Ｘ
からの暴力を度々受け, 平成10年12月, Ａと前婚の子Ｂ（婚姻と同時に
Ｘと養子縁組）とともに家を出て母子生活支援施設に入所し, Ｘから身を
隠して別居している。平成11年 3 月, Ｙは離婚調停を申し立てたが不調
に終わったため, 同年 7 月26日離婚訴訟を提起した。Ｘは, 同年６月,
ＡおよびＢとの面会を求め, 子の監護に関する調停を申し立てていたが,
平成12年 3 月22日, 上記離婚訴訟における裁判上の和解により協議離婚
が成立した｡ その際Ａ･Ｂの親権者はＹと定められ, ＸとＢは協議離縁し































































法と政治 67巻 1号 (2016年 5月) 395(395)
Ｙに対し大声で怒鳴りつけたり暴力を振るうことがあり, 平成13年 6 月
ごろ別居にいたった。別居後も, ＸはＹ宅を訪れ, 大声を上げたり暴力を
振るうことがあった。平成13年 7 月, Ｙは離婚調停を申し立てたが不成
立となったため, 離婚訴訟を提起した。平成14年 3 月 4 日, 東京地裁に
おいてＹの離婚請求が認められ, Ａの親権者はＹと定められた。Ｘはこれ
を不服として控訴したが棄却されたため, さらに上告した。またＹは, 平
成14年 5 月に, DV防止法に基づく保護命令を申し立て, 平成14年 5月24
日, 接近禁止命令が発令されている（Ｘは抗告したが, 棄却されている)。
























































ることは, 一般, 抽象的には, 子の利益にそうものと考えられる」(上記
(2) 事例),「父母が別居中の場合も, 未成熟子が別居中の親と面接・交流
の機会を持ち, 親からの愛情を注がれることは, 子の健全な成長, 人格形
成のために必要なことであり, 面接交渉の実施が子の福祉を害する等の事






法と政治 67巻 1号 (2016年 5月) 397(397)
まえて検討するものに, 犬伏由子「離婚訴訟中で DV保護命令下の父との
面接交渉（却下)」民商法雑誌129巻 6 号945頁以下 (本稿 (4) 事例につい
ての評釈) がある。




























































398(398) 法と政治 67巻 1号 (2016年 5月)
Judith Wallerstein による研究の影響が強いようである。
(21) 裁判所において, 面会は原則として認められるものか, 例外的である
のかについて, 面接交渉が否定された事例から分析するものとして, 五島
京子「暴力が原因の離婚した父からの面接交渉申立て（却下)」民商法雑
















770条 1 項 5 号「その他婚姻を継続し難い重大な事由がある」と判断する
材料にしたに過ぎず, 慰謝料は認めなかった。事実認定においても, 別居













法と政治 67巻 1号 (2016年 5月) 399(399)
(23) 二宮周平『家族法（第 4版)』(新世社・2013年）125頁｡





上述の 4 事例とは異なり, 近時, 夫婦間の暴力の主張がある事案でも
何らかの交流を認める事案が公表されている。以下に紹介する。
東京高裁平成20年 8 月 1 日決定
子の監護に関する処分（面接交渉）申立却下審判に対する抗告事件
抗告人Ｘ（未成年子らの父）と相手方Ｙ（同母）は平成7年に婚姻し,
平成 9 年に子Ａを, 平成13年に子Ｂをもうけた。平成17年8月, ＹはＸに
よる暴力から逃れるためＡ･Ｂを連れて緊急シェルターに一時入所した。
その後夫婦は別居を継続し, ＹはＡ･Ｂとともにアパートで生活している。





年 4 月23日審判）において裁判所は, 調査官調査により以下の事実を確
認した。ＹはＸの殴る蹴るといった暴力を離婚事由としている。とりわけ







































そのほか最近の事案として, 東京高裁平成27年 6 月12日決定では, 夫
婦間の暴力の事実が明確であるケースにおいて, 間接的な交流として手紙
による交流（抗告人の書いた手紙を渡すこと, 子らの近況写真の送付）が














5 お わ り に
以上, 日本において離婚原因としての DVの実状, また DV環境が子ど
論
説



















































402(402) 法と政治 67巻 1号 (2016年 5月)
(25) ランディ・バンクロフト（山口のり子ほか訳）『DV･ 虐待加害者の実













































































Divorce Caused by DV and its Consequence on Children :
Necessary Point of View for Victims and Children
Naoko TATEISHI
DV is violence that occurs within the relationships of lovers or married
couples, and is structural violence by the powerful against the weak.
Because of fear, the victim has no choice but to be submissive to the assail-
ant, and is placed in a state where they are not able to assert their rights.
There are many cases where the victim suffers damage to their health, and
their power to exercise self-determination with respect to their own life in
the future is reduced. This, the effect of this kind of violence is not just
transitory, but happens over a long period of time.
When there is a DV problem between a married couple, at the same time
that divorce from the assailant spouse ends the relationship of the married
couple, it also has the special meaning of “liberation from violence.” There-
fore, for the DV victim, divorce is one option for restoring a safe and tranquil
life. On the other hand, when the victim has children, a new relationship
arises between the victim and the assailant after divorce where their rela-
tionship is reduced to that of “father and mother of the child.” For the child,
there are also cases where substantial interchange continues through visita-
tion with the parent who is the assailant.
In family law research in the past, DV has been identified as one of the
various causes of divorce. DV has been positioned as one of the “other ma-
terial grounds where it is difficult for marriage to continue” causes for di-
vorce established in Article 770, Paragraph 1, Item 5, of the Civill Code.
Actually, the reasons for a declaration of divorce mediation that “violence is
displayed” must have ranked high for a long period of time, and in actual
practice, in disputes over the scene of divorce mediation, parential authority
or visitation after divorce, there is no reason that the fact of DV will not be
considered. However, it is not a situation where we can say that there has




























been sufficient research that takes notice of the characteristics of the DV as-
sailant or the effect that it has on the victim and the child. This paper shall
conduct an investigation with regard to the point of view that is necessary for
victims and children in divorces where DV is the cause.
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